
  

                 

第 1 回  

 

憲 法 総 論  

 

＜憲 法 の目 的 って何 だろう？＞ 

 

今 回 から憲 法 を勉 強 していきます。憲 法 といえばもちろん日

本 国 憲 法 を指 しますが、中 学 生 くらいのときに勉 強 してから久 し

ぶりに勉 強 される方 もいらっしゃるかもしれません。 

憲 法 に対 して皆 さんはどのようなイメージを持 つでしょうか？ 

何 か法 律 の中 で一 番 偉 い感 じがしたり、国 会 ・内 閣 ・裁 判 所

という国 家 の組 織 について定 めたものというイメージを持 ったりし

ているかもしれません。憲 法 を含 めて法 律 を勉 強 するには、目

的 を捉 える事 が重 要 です。 

では、六 法 をご用 意 していただいて目 次 でもいいので憲 法 を

ざっとご覧 になってみてください。憲 法 は第 一 章 から十 一 章 まで

ありますね。憲 法 が制 定 された目 的 って何 でしょう。それは憲 法

第 13 条 に示 されています。 

 

第 13 条  

すべて国 民 は、個 人 として尊 重 される。生 命 、自 由 及 び幸 福 追 求 に

対 する国 民 の権 利 については、公 共 の福 祉 に反 しない限 り、立 法 その

他 の国 政 の上 で、最 大 の尊 重 を必 要 とする。 

 

一 言 で言 うと、憲 法 の目 的 は、「個 人 の尊 重 」なのです。そし

て、その具 体 化 が第 三 章 で規 定 されている「国 民 の権 利 および

義 務 」、つまり、基 本 的 人 権 の尊 重 ないし保 障 なのです。 

この人 権 には３つの性 質 があると言 われています。人 権 という

のは人 が生 まれながらに有 する権 利 です。つまり、人 権 が憲 法

や天 皇 から与 えられるものではなく、人 間 であることにより当 然

に享 有 する権 利 であるということです。このような人 権 の性 質 を

人 権 の固 有 性 ともいいます。また、人 権 は、公 権 力 によって侵

害 されない性 質 を有 しています。このような人 権 の性 質 を人 権

の不 可 侵 性 といいます。さらに、人 権 は人 種 ・性 別 ・身 分 などの

区 別 に関 係 なく人 間 であれば平 等 に享 有 できる権 利 です。こ

のような人 権 の性 質 を人 権 の普 遍 性 といいます。これらの人 権

の３つの性 質 を押 さえておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ＣＨＥＣＫ＞ 

憲法の目的 

＝個人の尊重 

 

 

 

＜ＣＨＥＣＫ＞ 

人 権 の ３ つ の 性

質 

・固有性 

・不可侵性 

・普遍性 
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＜人 権 の歴 史 の上 に…＞ 

 

この人 権 の保 障 などは、今 の日 本 では何 だか当 たり前 のよう

な気 もしますが、個 人 を尊 重 し、人 権 を保 障 するという考 え方 は、

人 類 の歴 史 においても割 と最 近 のことなのです。 

例 えば、古 代 エジプトの王 国 や 16～17 世 紀 のヨーロッパ絶

対 王 政 時 代 などにおいては、国 王 などの一 部 の権 力 者 が民 衆

を支 配 していました。あるいは古 代 ギリシャ時 代 などでは奴 隷 制

度 もありました。 

こ れ ら の 時 代 で は 、 市 民 の 生 活 に 強 力 な 王 権 で 干 渉 し 、

人 々 の 財 産 ま で 国 王 の さ じ 加 減 一 つ で 奪 う こ と が で き た の で

す。 

支 配 される側 と支 配 する側 とが完 全 に分 離 していたのです。 

このような国 王 などの一 部 の権 力 者 から民 衆 が自 分 達 の自

由 や権 利 を守 るために立 ち上 がって命 をかけて個 人 の自 由 ・

権 利 を獲 得 していった歴 史 があるのです。 

その具 体 例 がイギリス名 誉 革 命 1、アメリカ独 立 戦 争 2やフラン

ス革 命 3などです。 

こうした国 家 権 力 （国 王 ）と国 民 との闘 いの歴 史 が日 本 国 憲

法 97 条 にも受 け継 がれています。日 本 国 憲 法 にもその歴 史 の

一 端 がみられます。97 条 を見 てください。 

 

第 97 条  

 この憲 法 が日 本 国 民 に保 障 する基 本 的 人 権 は、人 類 の多 年 にわた

る 自 由 獲 得 の 努 力 の 成 果 で あ つ て 、 こ れ ら の 権 利 は 、 過 去 幾 多 の 試

錬 に堪 へ、現 在 及 び将 来 の国 民 に対 し、侵 すことのできない永 久 の権

利 として信 託 されたものである。 

 

たった 1 条 の一 言 ですが、この一 言 には何 百 年 という歴 史 が

つまっているのです。そのような眼 で憲 法 をみると、私 たちがこれ

から勉 強 していく表 現 の自 由 などの人 権 というのは、今 や当 たり

前 の世 の中 になっていますが、過 去 の世 界 中 の先 人 達 が命 を

懸 けて勝 ち取 った自 由 と権 利 なのです。 

このような闘 ってきた先 人 達 が今 の世 界 を見 たらどれほど驚 く

ことでしょう。 

                                                  
1 イギリス名誉革命（1688 年） 
2 アメリカ独立戦争（1715 年） 
3 フランス革命（1789 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜用語＞ 

「試錬に堪へ」 

読み方：（しれん

にたへ） 

（こらえる）とも読

む 
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職 業 が自 由 に選 べ、どこでも自 由 に住 むことも、旅 行 すること

もでき、そして自 由 に自 分 の意 思 を発 表 することが当 たり前 であ

る世 界 に感 動 するのではないでしょうか。 

そういう意 味 で私 たちは先 人 の築 き上 げた歴 史 の上 に生 かさ

れているといってもいいでしょう。そして、この人 権 保 障 は、現 代

の日 本 国 民 だけではなく、私 達 の子 供 や孫 も含 めた将 来 の国

民 にも永 久 の権 利 として与 えられているのです。97 条 のみなら

ず 11 条 にも同 じような事 が記 載 されています。 

 

第 11 条  

国 民 は、すべての基 本 的 人 権 の享 有 を妨 げられない。この憲 法 が国

民 に保 障 する基 本 的 人 権 は、侵 すことの できない永 久 の 権 利 として、

現 在 及 び将 来 の国 民 に与 へられる。 

 

このように日 本 国 憲 法 は、人 権 獲 得 の歴 史 があって成 立 し

たものであり、現 在 の国 民 のみならず将 来 の国 民 にも受 け継 が

れていくものなのです。 

 

 

＜法 の支 配 ＞ 

 

以 上 のような歴 史 から生 まれた日 本 国 憲 法 があるから日 本

国 民 は、国 家 権 力 から自 由 なのですが、このように法 によって

国 家 権 力 を支 配 することを法 の支 配 といいます。つまり、国 王 な

どの一 部 の権 力 者 による「人 の支 配 」を排 斥 し、権 力 を法 で拘

束 することによって、国 民 の人 権 を保 障 することを目 的 とする原

理 を法 の支 配 といいます。 

法 の支 配 で言 う国 家 権 力 とは、行 政 権 はもちろん、立 法 権 、

司 法 権 も全 て含 みます。そして、国 家 に干 渉 されることなく、個

人 の自 由 な意 思 に基 づいて人 間 は自 らの判 断 で思 想 も宗 教 も

生 き方 や生 活 のスタイルも自 由 に選 ぶことができることを自 由 主

義 といいます。 

また、自 由 を守 るために、国 民 自 らが主 権 者 として政 治 に参

加 して国 政 を運 営 することを民 主 主 義 と言 います。法 の支 配 は

これらの自 由 主 義 および民 主 主 義 と結 びついており英 米 法 の

根 幹 です。ですから、日 本 国 憲 法 も英 米 法 の影 響 を強 く受 け

て制 定 されています。 

これに対 して、第 2 次 大 戦 前 のドイツが典 型 例 ですが、形 式

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CHECK＞ 

法 の支 配 と人 の

支配 
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的 法 治 主 義 というのがあります。形 式 的 法 治 主 義 も法 によって

国 家 権 力 を支 配 する点 では共 通 していますが、ここでいう国 家

権 力 とは主 に行 政 権 のみを指 します。 

ですから、議 会 中 心 主 義 の政 治 体 制 に導 きやすく、法 律 に

基 づかなければ行 政 権 を行 使 できないという法 律 による行 政 が

特 徴 となります。行 政 権 を拘 束 する法 であればいいので、法 律

の中 身 は問 わず、悪 法 もまた法 なのです。 

また、立 法 権 を担 当 するのは、誰 でもいいのでいかなる政 治

体 制 とも結 びつき、法 の支 配 のように必 ず民 主 主 義 と結 びつく

わけではありません。 

明 治 憲 法 が形 式 的 法 治 主 義 の典 型 例 です。日 本 国 憲 法

が法 の支 配 によるものであるのと比 較 して押 さえておきましょう。 

 

 

＜憲 法 の分 類 ＞ 

 

憲 法 といっても歴 史 上 様 々な憲 法 がありました。 

それを分 類 すると以 下 のようになります。 

単 に憲 法 という名 のある法 典 が存 在 し、その内 容 の有 無 は

問 わないものを形 式 的 意 味 の憲 法 といいます。 

これに対 して、ある特 定 の内 容 を持 っている憲 法 を実 質 的 意

味 の憲 法 といいます。 

この実 質 的 意 味 の憲 法 には、固 有 の意 味 の憲 法 と立 憲 的

意 味 の憲 法 とがあります。 

固 有 の意 味 の憲 法 とは、単 に国 家 統 治 の基 本 法 を定 めた

法 をいいます。 

国 家 には、必 ず政 治 権 力 を担 う機 関 が必 要 であることから、

例 えば、立 法 権 はＡ機 関 、司 法 権 はＢ機 関 が担 当 し、Ａの方 が

Ｂよりも優 越 するなど国 家 機 関 の組 織 や相 互 の関 係 などを定 め

た法 規 範 などを固 有 の意 味 の憲 法 というのです。 

そのため、固 有 の意 味 の憲 法 は、いかなる時 代 のいかなる国

家 であっても必 ず存 在 し、どのような政 治 体 制 とも結 びつくもの

です。 

これに対 して、自 由 主 義 と結 びついた憲 法 を立 憲 的 意 味 の

憲 法 といいます。つまり、国 家 権 力 を排 斥 して国 民 の人 権 を保

障 しようとする特 定 の価 値 観 と結 びついた憲 法 を立 憲 的 意 味

の憲 法 といいます。 

例 えば、フランス人 権 宣 言 16 条 の「権 利 の保 障 が確 保 され

 

＜CHECK＞ 

法の支 配と形式

的法治主義の違

い 

 

 

 

 

 

＜CHECK＞ 

明治憲法＝形式

的法治主義 
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＜CHECK＞ 

① 形 式 的 意 味

の憲 法  

② 実 質 的 意 味

の憲 法  

・ 固 有 の 意 味

の憲 法  

・ 立 憲 的 意 味

の憲 法  
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ず、権 力 の分 立 がなされていない社 会 は、すべて憲 法 をもつも

のではない。」で言 われている憲 法 というのは、この立 憲 的 意 味

の憲 法 を指 します。 

自 由 主 義 と結 びつ いている日 本 国 憲 法 も、 立 憲 的 意 味 の

憲 法 であることを押 さえておきましょう。 

なお、固 有 の意 味 の憲 法 と日 本 国 憲 法 が結 びつかないのか

と言 うとそうではありません。 

 固 有 の意 味 の憲 法 は、いかなる時 代 のいかなる国 家 であって

も必 ず存 在 し、どのような政 治 体 制 とも結 びつくものです。 

ですから、日 本 国 憲 法 とも結 びつきます。 

しかし、固 有 の意 味 の憲 法 は人 権 保 障 が規 定 されていない

憲 法 とも結 びつきます。 

これに対 して、立 憲 的 意 味 の憲 法 は自 由 主 義 と結 びついた

憲 法 です。つまり、人 権 保 障 とその手 段 である三 権 分 立 と結 び

つくものです。ですから、日 本 国 憲 法 はこの立 憲 的 意 味 の憲 法

なのです。 

マインドマップ「憲法（目的から改正まで）」では、憲 法 の分 類 とし

て、固 有 の意 味 の憲 法 と立 憲 的 な意 味 の憲 法 とを並 立 的 に記

載 してありますが、これはまさに憲 法 学 における伝 統 的 な分 類

に従 って記 載 したものです。 

実 質 的 意 味 の憲 法 ＞固 有 の意 味 の憲 法 ＞立 憲 的 意 味 の

憲 法 ＞日 本 国 憲 法 として上 位 概 念 ＞下 位 概 念 の関 係 で理 解

しておいた方 がわかりやすいかもしれません。 

立 憲 的 意 味 の憲 法 ＝自 由 主 義 ＝人 権 保 障 ＝日 本 国 憲 法

というつながりになります。 

ただ、実 質 的 意 味 の憲 法 であれば必 ず形 式 的 意 味 の憲 法

になるわけではないことに注 意 しましょう。 

例 えば、イギリスの不 文 憲 法 は、形 式 的 意 味 の憲 法 ではな

いが、実 質 的 意 味 の憲 法 であり、中 でも立 憲 的 意 味 の憲 法 で

あるということです。 

以 上 より、法 の支 配 と憲 法 の分 類 では、支 配 や歴 史 という異

なった角 度 から憲 法 をみたものですが、法 の支 配 と立 憲 的 意 味

の憲 法 、形 式 的 法 治 主 義 と固 有 の意 味 の憲 法 は、その内 容

が似 てくるのはある意 味 当 たり前 なのでしょう。 

 

 

 

 

＜ＣＨＥＣＫ＞ 

立憲的意味の憲

法＝フランス人権

宣言 16 条 

 

＜CHECK＞ 

立 憲 的 意 味 の

憲 法 ＝ 日 本 国

憲 法  
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＜憲 法 尊 重 擁 護 義 務 って何 ？＞ 

 

現 代 日 本 に戻 って考 えてみましょう。 

例 えば、政 権 与 党 と異 なる政 治 的 思 想 を持 つ者 あるいは政

権 与 党 の批 判 をした者 は、10 年 以 下 の懲 役 に処 するというよう

な法 律 が国 会 で仮 に作 られようとしたとしましょう。 

このような法 律 の成 立 と執 行 を許 せば、国 民 は、思 想 統 制 さ

れるので反 対 投 票 もできないですし、言 論 の自 由 も奪 われます

から、政 権 与 党 を支 持 するしかありません。ですから、政 権 与 党

の思 いのままの政 治 になりますね。つまり、昔 の王 様 の時 代 の

政 治 と同 じということです。 

これでは、個 々人 の思 想 や表 現 等 を最 大 限 尊 重 するという

個 人 の尊 厳 （13 条 ）が無 視 されています。  

こういう場 合 、国 民 は、「この日 本 国 憲 法 の規 定 が目 に入 ら

ぬか」と政 治 家 に憲 法 をつきつけて、上 記 の法 律 が思 想 の自

由 （19 条 ）・言 論 の自 由 （21 条 1 項 ）に反 するとして、その成 立

と執 行 を阻 止 することができるのです。 

このように日 本 国 憲 法 は、国 民 が個 人 の尊 厳 を守 るために

国 家 に対 して、国 民 の自 由 を不 当 に制 限 しないように主 張 でき

る切 り札 なのです。 

国 家 に不 当 に自 由 を奪 われたり、干 渉 されたりしないというこ

とは、国 民 が国 家 から自 由 であるという意 味 です。 

逆 に言 うと、国 家 権 力 作 用 （立 法 ・行 政 ・司 法 ）に従 事 する

者 は、人 権 尊 重 を目 的 とする憲 法 に従 わなくてはならないので

す。 

これを憲 法 尊 重 擁 護 義 務 といいます。99 条 を見 てください。 

 

第 99 条  

天 皇 又 は摂 政 及 び国 務 大 臣 、国 会 議 員 、裁 判 官 その他 の公 務 員

は、この憲 法 を尊 重 し擁 護 する義 務 を負 ふ。 

 

義 務 を負 うのは、国 家 権 力 にある立 場 であって、国 民 にはこ

のような義 務 はありません。天 皇 が含 まれているのは、明 治 憲 法

下 では、主 権 が国 民 ではなく天 皇 にあり、強 い政 治 的 な権 力 を

有 していたからです。 

憲 法 尊 重 擁 護 義 務 は国 家 権 力 側 にあるということを押 さえ

ておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ＣＨＥＣＫ＞ 

憲法尊重擁護義

務は国民にはな

い。 
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＜憲 法 が一 番 強 い！＞ 

 

そして、このような憲 法 は、最 高 法 規 でなければなりません。 

憲 法 より強 い効 力 のある法 律 などの法 規 範 によって、容 易 に

人 権 保 障 をないがしろにされるならば、個 人 の尊 重 は絵 に描 い

た餅 になってしまうからなのです。98 条 をみてください。 

 

第 98 条  

こ の 憲 法 は 、 国 の 最 高 法 規 で あ つ て 、 そ の 条 規 に 反 す る 法 律 、 命

令 、詔 勅 及 び国 務 に関 するその他 の行 為 の全 部 又 は一 部 は、その効

力 を有 しない。 

 

憲 法 の最 高 法 規 性 を表 す条 文 です。これにより、どのような

法 律 も憲 法 に反 することは許 されません。ですから、国 会 で国

会 議 員 がどれほど権 力 を持 ったとしても憲 法 違 反 となるような法

律 や予 算 を制 定 することはできないのです。 

実際は、憲法は戦後にできた英米法であり、民法や行政法は戦前

からある大陸法（フランスやドイツの法律）を基礎に制定されてきたとい

う歴史的な経緯があります。そのため、憲法の目的に完璧に合致して

制定されているというよりも、現憲法の目的に反しないように改正され、

解釈されていると言った方がより正しいかもしれませんが、試験との関

係では単純に憲法は最高法規であると理解しておきましょう。 

このように、憲 法 に最 高 法 規 性 があるのは、憲 法 が個 人 の尊

重 を目 的 としているからであり、個 人 が国 家 から自 由 であるとい

うことからくるものです。そのため、憲 法 のことを自 由 の基 礎 法 と

いいます。法 の支 配 のところでも勉 強 したように、憲 法 が国 民 の

自 由 を保 障 するためには、権 力 に歯 止 めをかけて制 限 する必

要 があります。このような憲 法 の性 質 を制 限 規 範 性 といいます。 

  

 

＜憲 法 改 正 は難 しい！＞ 

 

また、簡 単 に憲 法 を改 正 することができれば、これもまた個 人

の尊 重 などの人 権 保 障 の規 定 が国 家 権 力 にとって都 合 の良

いように変 更 ・削 除 されては意 味 がありません。そこで、憲 法 改

正 には厳 格 な手 続 きが必 要 となっています。96 条 を見 てくださ

い。 
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第 96 条  

こ の 憲 法 の 改 正 は 、 各 議 院 の 総 議 員 の 三 分 の 二 以 上 の 賛 成 で 、

国 会 が 、 こ れを 発 議 し 、 国 民 に 提 案 し て そ の 承 認 を 経 な け れ ば な ら な

い。この承 認 には、特 別 の国 民 投 票 又 は国 会 の定 める選 挙 の際 行 は

れる投 票 において、その過 半 数 の賛 成 を必 要 とする。 

 

憲 法 を改 正 するには、 国 民 投 票 も必 要 となるほど厳 し い条

件 が 必 要 と なっ て い ます ね 。 容 易 に 改 正 で き な い「 硬 い （ か た

い）」性 質 という意 味 で硬 性 憲 法 と言 われています。日 本 国 憲

法 がその代 表 例 です。 

これに対 し、通 常 の法 律 の立 法 手 続 によって改 正 できる憲

法 のことを「軟 らかい（やわらかい）」性 質 という意 味 で軟 性 憲 法

といいます。 

例 えば、成 文 憲 法 のないイ ギリスの憲 法 は、過 去 の慣 習 や

判 例 の蓄 積 等 が憲 法 となります。このような憲 法 を不 文 憲 法 と

いいます。そして、通 常 の法 律 の立 法 手 続 によって改 正 できる

軟 性 憲 法 にあたります。 

以 上 のように、憲 法 の目 的 は、「個 人 の尊 重 」であって、その

具 体 化 が人 権 の保 障 なのです。憲 法 の目 的 から憲 法 改 正 まで

の意 味 を一 つの流 れとして押 さえておきましょう。 

 

 

＜憲 法 の基 本 原 則 とは？＞ 

 

憲 法 の基 本 原 則 は３つあります。 

 

（１）基 本 的 人 権 の尊 重 、（２）国 民 主 権 、（３）平 和 主 義 です。 

 

（１）基 本 的 人 権 の尊 重  

基 本 的 人 権 の尊 重 については、上 記 で解 説 した通 り、憲 法

の目 的 でもあります。単 に人 権 保 障 ともいいます。 

 

（２）国 民 主 権  

憲 法 の目 的 である人 権 保 障 の観 点 からは、独 裁 者 などの一

部 の権 力 者 が支 配 者 となり、その国 民 が被 支 配 者 であることは、

望 ましくありません。どんなに優 れた権 力 者 であっても人 間 であ

る以 上 欲 が強 いため保 身 に走 って、国 民 の人 権 保 障 をないが

しろにしてしまうからです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜用語＞ 

「成文憲法」 

憲法という形式を

与 え ら れ た 文 書

（ 憲 法 典 ） と し て

制定された憲法 

 

「不文憲法」 

憲 法 典 と し て 制

定 さ れ て い な い

憲法 

 

 

＜ＣＨＥＣＫ＞ 

憲法の基本原則 

①基本的人権の

尊重 

②国民主権 

③平和主義 
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例 えば、絶 対 王 政 下 のフランスのブルボン王 朝 におけるルイ

14 世 ～16 世 などは栄 華 を極 めました。その当 時 にベルサイユ

宮 殿 が増 築 されましたが、まさに絢 爛 豪 華 といえる宮 殿 です。 

今 では素 晴 らしい歴 史 上 の建 築 物 の一 つに挙 げられ、世 界

中 の人 々が観 光 に訪 れます。 

しかし、裏 を返 せば、国 王 の贅 沢 な生 活 を支 えていたのは国

民 であって、重 い税 金 などに苦 しまされていたわけなのです。で

すから、その後 にフランス革 命 が起 きたことはある意 味 必 然 だっ

たのかもしれません。 

人 権 を保 障 するためには、できるだけ支 配 する側 と支 配 され

る側 とが同 じであることが望 ましいのです。これを難 しい言 葉 で

いうと治 者 と被 治 者 の自 同 性 といいます。つまり、国 民 の代 表

者 が政 治 を行 い、誤 った政 策 をすれば国 民 の判 断 で自 由 に代

表 者 を変 更 できるというのが望 ましいのです。 

国 民 自 らが主 権 者 として政 治 に参 加 して国 政 を運 営 するこ

とが人 権 保 障 の観 点 から望 ましいのです。 

これを国 民 主 権 といいます。 

国 民 自 身 が主 権 者 となって自 分 達 のために国 政 を運 営 して

いくのですから、できるだけ人 権 が保 障 されるようにするはずで

すね。国 民 主 権 については、前 文 一 段 目 と 1 条 に記 載 されて

います。一 度 じっくり読 んでみましょう。 

 

前 文  一 段 目  

日 本 国 民 は、正 当 に選 挙 された国 会 における代 表 者 を通 じて行 動

し、われらとわれらの子 孫 のために、諸 国 民 との協 和 による成 果 と、わが

国 全 土 にわたつて自 由 のもたらす恵 沢 を確 保 し、政 府 の行 為 によつて

再 び 戦 争 の惨 禍 が 起 るこ との ないやうに することを 決 意 し 、こ こに 主 権

が 国 民 に 存 するこ と を宣 言 し、この憲 法 を確 定 する。そもそも国 政 は、

国 民 の厳 粛 な信 託 によるものであつて、その権 威 は国 民 に由 来 し、そ

の 権 力 は 国 民 の 代 表 者 が こ れ を 行 使 し 、 そ の 福 利 は 国 民 が こ れ を 享

受 する。これは人 類 普 遍 の原 理 であり、この憲 法 は、かかる原 理 に基 く

ものである。われらは、これに反 する一 切 の憲 法 、法 令 及 び詔 勅 を排 除

する。 

 

なお、最 後 の一 文 の「一 切 の憲 法 、法 令 及 び詔 勅 を排 除 す

る」という部 分 にも憲 法 の最 高 法 規 性 が謳 （うた）われています

ね。上 記 で解 説 した 98 条 と一 緒 に押 さえておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CHECK＞ 

治 者 と 被 治 者

の自 同 性  

 

 

 

 

 

 

 

 

過去問 

H13-3  

 

 

 

＜用語＞ 

「詔勅（しょうちょ

く）」 

天皇の公務上の

意思表示 

例：①国会召集・

衆 議 院 解 散 ・ 総

選挙施行の詔書

②憲法改 正 、法

律、政令、条約の

公布分等 
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第 1 条  

天 皇 は 、 日 本 国 の 象 徴 で あり 日 本 国 民 統 合 の 象 徴 で あつて 、 こ の

地 位 は、主 権 の存 する日 本 国 民 の総 意 に基 く。 

 

この国 民 主 権 は、国 民 自 らが主 権 者 として政 治 に参 加 して

国 政 を運 営 するので民 主 主 義 に言 い換 えられます。 

 人 権 保 障 ＝自 由 主 義 のために国 民 主 権 ＝民 主 主 義 が密 接

不 可 分 なのです。 

つまり、人 権 保 障 ＝自 由 主 義 が目 的 であり、国 民 主 権 ＝民

主 主 義 は、その目 的 達 成 のための手 段 なのです。 

 

（天 皇 から国 民 へ） 

 

上 記 の１条 にあるように、現 憲 法 の下 では、明 治 憲 法 と異 な

り、天 皇 は象 徴 に過 ぎません。国 民 に主 権 がありますから、逆 に

言 うと天 皇 には主 権 がありません。日 本 国 憲 法 になってから、

主 権 が天 皇 から国 民 へと変 わったのです。 

天 皇 に主 権 が無 い以 上 、天 皇 は政 治 的 な判 断 ができな い

ので、儀 礼 的 ・形 式 的 な国 事 行 為 のみできるのです。しかも、

単 独 の判 断 で国 事 行 為 ができるわけではなく、 内 閣 の 助 言 と

承 認 が必 要 なのです。 

内 閣 総 理 大 臣 は、国 民 の代 表 者 からなる国 会 の判 断 によっ

て指 名 され、内 閣 総 理 大 臣 を首 班 とする内 閣 の意 思 は究 極 的

には国 民 の意 思 と同 視 できるからです。 

このように、天 皇 の地 位 は国 民 主 権 の裏 返 しなのです。 

条 文 だけ確 認 しておきましょう。 

 

第 4 条 1 項   

天 皇 は 、 こ の 憲 法 の 定 め る 国 事 に 関 す る 行 為 の み を 行 ひ 、 国 政 に

関 する権 能 を有 しない。 

第 7 条  

 天 皇 は、内 閣 の 助 言 と 承 認 により、国 民 のために、左 の国 事 に関 す

る行 為 を行 ふ。  

一   憲 法 改 正 、法 律 、政 令 及 び条 約 を公 布 すること。 

二   国 会 を召 集 すること。  

三   衆 議 院 を解 散 すること。  

四   国 会 議 員 の総 選 挙 の施 行 を公 示 すること。  

五   国 務 大 臣 及 び法 律 の定 めるその他 の官 吏 の任 免 並 びに全 権
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委 任 状 及 び大 使 及 び公 使 の信 任 状 を認 証 すること。 

六   大 赦 、 特 赦 、 減 刑 、 刑 の 執 行 の 免 除 及 び 復 権 を 認 証 す る こ

と。  

七   栄 典 を授 与 すること。 

八   批 准 書 及 び法 律 の定 めるその他 の外 交 文 書 を認 証 すること。  

九   外 国 の大 使 及 び公 使 を接 受 すること。  

十   儀 式 を行 ふこと。 

 

（「主 権 」の３つの意 味 ） 

なお、「主 権 」という言 葉 が使 われた場 合 、３つの意 味 があり

ます。 

①国 家 権 力 そのもの（統 治 権 ） 

②国 家 権 力 の属 性 としての最 高 独 立 性  

③最 高 決 定 権  

 

①国 家 権 力 そのもの（統 治 権 ） 

 

統 治 権 とは国 家 の有 する支 配 権 をいうので、例 えば、日 本 の

領 土 、領 海 、領 空 に他 国 の軍 隊 が侵 入 してきた場 合 、主 権 を

侵 されたとして国 家 が実 力 をもって排 除 できるという意 味 での主

権 です。 

その他 、国 家 の立 法 権 、行 政 権 、司 法 権 も統 治 権 として意

味 をもつので、例 えば憲 法 ４１条 の「国 権 」も統 治 権 という意 味

になります。 

また、ポツダム宣 言 の「日 本 国 の主 権 は本 州 、北 海 道 、九 州 、

四 国 、ならびにわれらが決 定 する諸 島 に局 限 せらるべし・・・」と

いう場 合 の主 権 も統 治 権 としての「主 権 」にあたります。 

抽 象 的 なのでわかりにくいかもしれませんが、例えば、日本の領

土とされている尖閣諸島に中国が入って来たり、竹島に韓国が入って

きた時に日本国が中国や韓国に対して、尖閣諸島や竹島には日本の

主権が及んでいると主張する場合の主権のことです。 

単純に言うと、統治権としての主権は、領土権のことです。 

 

②国 家 権 力 の属 性 としての最 高 独 立 性  

 

少 し難 しいですが、国 内 においては、国 家 というものが最 高

権 力 であり、対 外 的 には独 立 国 家 として存 在 しているという意

味 での主 権 です。日 本 は主 権 国 家 であるので、「内 政 干 渉 する

＜用語＞ 

「認証」 

天 皇 が承 認 、了

承するという意味

 

「 批 准 （ ひ じ ゅ

ん）」 

条 約 を 遵 守 し 、

正式に国家が拘

束されることを相

手国または各国

に示 す手 続 のこ

とをいう。 

 

「儀式」 

一般には天皇が

主 宰 し て 行 う 儀

式 

例 ： 新 天 皇 の 即

位に関する「即位

の礼」や、天皇の

葬儀に関する「大

喪の礼」などの行

事 

 

過去問 

Ｈ12-6  
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＜ＣＨＥＣＫ＞ 

主権の意味 

①統治権 

②最高独立性 

③最高決定権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な」という場 合 の「主 権 」として使 用 されます。 

例えば、国際的に国家として認められていない台湾が、中国に対し

て、台湾には国家としての主権があると主張し、また、台湾国内にある

日本の都道府県にあたるような地域に対して、台湾という国家が国内で

は最高権力であると主張する場合の主権のことです。 

単純に言うと、、最高独立性としての主権は、国家として独立してい

ることを指します。 

 

③最 高 決 定 権  

 

国 政 についての最 高 決 定 権 は誰 に帰 属 するか、言 い換 えれ

ば国 家 の政 治 意 思 決 定 をする主 権 者 は誰 かという場 合 の「主

権 」のことをいいます。この「主 権 」が国 民 にあることを国 民 主 権

といいます。 

 

 

（３）平 和 主 義  

 

人 権 を保 障 するためには、平 和 であることが大 前 提 です。国

内 において常 に戦 争 の状 況 にあるならば、人 権 を保 障 すること

などできません。 

そのため、日 本 国 憲 法 では前 文 二 段 目 以 降 と 9 条 において

平 和 主 義 が謳 われています。条 文 をみてみましょう。 

 

前 文  二 段 目 以 降  

日 本 国 民 は、恒 久 の平 和 を念 願 し、人 間 相 互 の関 係 を支 配 する崇

高 な理 想 を深 く自 覚 するのであつて、平 和 を愛 する諸 国 民 の公 正 と信

義 に信 頼 して、われらの安 全 と生 存 を保 持 しようと決 意 した。われらは、

平 和 を維 持 し、専 制 と隷 従 、圧 迫 と偏 狭 を地 上 から永 遠 に除 去 しよう

と努 めてゐる国 際 社 会 において、名 誉 ある地 位 を占 めたいと思 ふ。われ

らは、全 世 界 の国 民 が、ひとしく恐 怖 と欠 乏 から免 かれ、平 和 のうちに

生 存 する権 利 を有 することを確 認 する。 

われらは、いづれの国 家 も、自 国 のことのみに専 念 して他 国 を無 視 し

てはならないのであつて、政 治 道 徳 の法 則 は、普 遍 的 なものであり、こ

の法 則 に従 ふことは、自 国 の主 権 を維 持 し、他 国 と対 等 関 係 に立 たう

とする各 国 の責 務 であると信 ずる。 

日 本 国 民 は 、 国 家 の 名 誉 に か け 、 全 力 を あ げ て こ の 崇 高 な 理 想 と

目 的 を達 成 することを誓 ふ。 
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前 文 二 段 目 の「恐 怖 と欠 乏 から免 かれ」とは、恐 怖 から免 れ

ること及 び欠 乏 から免 れることを意 味 します。 

上 記 の通 り、国 家 からの干 渉 や圧 力 から自 己 の自 由 や権 利

を守 って個 人 の尊 重 を実 現 するために憲 法 が制 定 されたので

す。国 家 権 力 というものは、個 人 の自 由 や権 利 を奪 う恐 ろしい

ものなのです。 

 

第 9 条  

１ 日 本 国 民 は、正 義 と秩 序 を基 調 とする国 際 平 和 を誠 実 に希 求 し、

国 権 の発 動 たる戦 争 と、武 力 による威 嚇 又 は武 力 の行 使 は、国 際 紛

争 を解 決 する手 段 としては、永 久 にこれを放 棄 する。  

２  前 項 の目 的 を達 するため、陸 海 空 軍 その他 の戦 力 は、これを保 持

しない。国 の交 戦 権 は、これを認 めない。 

 

ですから、ここでいう恐 怖 とは、絶 対 主 義 時 代 の国 王 のような

絶 大 な国 家 権 力 者 に個 人 が支 配 されることをいいます。 

国 王 の前 では個 人 は物 と同 じですから恐 怖 ですよね。 

このような恐 怖 から免 れるということは、国 家 権 力 の支 配 から

自 由 になるということですから自 由 権 と結 びつくのです。 

自 由 権 ＝国 家 「から」の自 由 という意 味 です。 

以 上 から、「恐 怖 から免 れること」には、国 家 権 力 からの人 権

侵 害 から免 れることが含 まれます。 

つまり、自 由 権 などの国 家 からの自 由 を意 味 します。 

これに対 して「欠 乏 から免 れること」には、国 家 権 力 によって

命 を守 られることが含 まれます。 

つまり、社 会 権 などの国 家 による自 由 を意 味 します。 

社 会 権 は、自 由 権 を認 めただけでは、資 本 主 義 の下 では、

貧 富 の差 が拡 大 してしまうので、弱 者 救 済 のために最 低 限 の

生 活 を国 家 によって保 障 される自 由 ・権 利 であって、国 家 の積

極 的 措 置 を求 めることができる権 利 です。 

なお、「平 和 のうちに生 存 する権 利 」を平 和 的 生 存 権 というこ

とがあるので押 さえておきましょう。 

憲 法 9 条 については条 文 の文 言 を押 さえておきましょう。 

以 上 より、憲 法 の基 本 原 則 とは、言 われたら基 本 的 人 権 の

尊 重 、国 民 主 権 、平 和 主 義 の３つであると反 射 的 に出 てくるよ

うにしておきましょう。 
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＜なぜ三 権 分 立 なのか？＞ 

 

一 言 で言 うと、三 権 分 立 は、上 記 の個 人 の尊 重 ＝人 権 保 障

という目 的 のための手 段 なのです。 

三 権 分 立 の原 理 がとられている理 由 は、権 力 が一 点 に集 中

して強 大 になることを防 止 するためです。権 力 が強 大 になれば、

絶 対 王 制 時 代 のように国 王 が絶 大 な権 力 を握 り、行 政 執 行 はも

ちろん、立 法 も裁 判 も全 て国 王 のさじ加 減 一 つになってしまいま

す。 

我 が国 の明 治 憲 法 （大 日 本 帝 国 憲 法 ）における天 皇 の権 力

も強 大 でした。天 皇 が主 権 者 であり、行 政 権 はもちろん、立 法 権

や司 法 権 も天 皇 の権 力 作 用 の一 部 でした。参 考 のため、条 文 を

載 せておきます。 

 

第 １条   

大 日 本 帝 国 ハ万 世 一 系 ノ天 皇 之 ヲ統 治 ス 

第 ４条   

天 皇 ハ国 ノ元 首 ニシテ統 治 権 ヲ総 攬 シ此 ノ憲 法 ノ条 規 ニ依 リ之 ヲ行

フ 

第 ５条   

天 皇 ハ帝 国 議 会 ノ協 賛 ヲ以 テ立 法 権 ヲ行 フ 

第 ５７条  

 司 法 権 ハ天 皇 ノ名 ニ於 テ法 律 ニ依 リ裁 判 所 之 ヲ行 フ  

 

これでは、主 権 が国 王 や天 皇 にあるので個 人 の人 権 保 障 など

図 られるわけがありません。明 治 憲 法 においても、居 住 移 転 の自

由 などはありましたが、これは生 まれながらに有 する人 権 としてで

はなく、天 皇 から与 えられた臣 民 権 として有 していたにすぎませ

ん。 

そこで、立 法 ・行 政 ・司 法 という権 力 の作 用 を3つに分 離 、独

立 させて相 互 に抑 制 と均 衡 を保 つようにしたのです。 

平 たく言 うと、ジャンケンにおけるグー・チョキ・パーの関 係 にし

たのです。グーはチョキに勝 てるがパーに負 けるなど、グー・チョ

キ・パーのうちどれが一 番 強 いかというとそれは相 対 的 に優 劣 が

決 まるだけですね。 

例 えば、国 会 の制 定 した法 律 に基 づかなければ内 閣 を含 め

た行 政 は、行 政 権 を執 行 することはできません（法 律 による委 任  

73条 6号 ）。そういう意 味 で、行 政 権 は立 法 権 よりも弱 いといえま
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す。 

また、裁 判 官 は内 閣 が任 命 します（79条  80条 ）。人 事 権 を握

られているという点 で、司 法 権 は、行 政 権 よりも弱 いといえます。 

さらに、国 会 の制 定 した法 律 に対 して裁 判 所 は憲 法 に反 する

として違 憲 判 決 を出 すことができます（違 憲 立 法 審 査 権  81条 ）。

これにより事 実 上 国 会 の法 律 案 が廃 止 されます。 

そういう意 味 で立 法 権 たる国 会 は司 法 権 たる裁 判 所 よりも弱

いといえます。 

このように、権 力 が一 つの国 家 機 関 に集 中 しないよう立 法 ・行

政 ・司 法 という権 力 の作 用 を3つに分 離 、独 立 させて相 互 に抑

制 と均 衡 を保 つようにしたのです。これによって、国 家 権 力 がどこ

かの機 関 に集 中 しないのでより人 権 保 障 が守 られることになるの

です。このようなシステムを憲 法 は取 り入 れているのです。このこと

からもわかるとおり、憲 法 は個 人 の尊 重 ＝人 権 保 障 を第 一 の目

的 としており、三 権 分 立 はその目 的 達 成 のための手 段 なので

す。 

 

 

＜人 権 の種 類 ＞ 

 

憲 法 の目 的 は人 権 の保 障 でしたね。 

この人 権 の中 には、人 権 全 体 に通 用 する総 則 的 な人 権 であ

る幸 福 追 求 権 と平 等 権 があります。幸 福 追 求 権 は、上 記 の憲

法 の目 的 で勉 強 した 13 条 にでてきます。個 人 の尊 重 を言 い換

え た 人 権 で あ っ て 、 あ ら ゆ る 人 権 の 核 と なる 母 の よ う な 人 権 で

す。 

平 等 権 は人 があらゆる権 利 ・自 由 等 において国 家 から平 等

に取 り扱 われる権 利 をいいます。イメージで言 うと、1 日 24 時 間

がどのような人 にも平 等 に与 えられているのと同 じように、憲 法

で保 障 される人 権 はどのような人 にも平 等 に与 えられているとい

うことです。 

これらの総 則 的 な人 権 の他 に憲 法 では具 体 的 な人 権 が定

められています。 

すなわち、自 由 権 、参 政 権 、社 会 権 、受 益 権 です。 

自 由 権 は、国 家 から何 の制 約 も受 けずに自 由 に行 動 できる

権 利 で、いわゆる「国 家 からの自 由 」と言 われるものです。 

自 由 権 には、精 神 的 自 由 権 と経 済 的 自 由 権 、そして人 身 の

自 由 があります。 
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精 神 的 自 由 権 には、思 想 ・良 心 の自 由 （19 条 ）、信 教 の自

由 （20 条 ）、表 現 の自 由 （21 条 ）、学 問 の自 由 （23 条 ）がありま

す。 

経 済 的 自 由 権 には、居 住 ・移 転 の自 由 ・職 業 選 択 の自 由

（22 条 1 項 ）、外 国 移 住 の自 由 ・国 籍 離 脱 の自 由 （22 条 2 項 ）、

財 産 権 （29 条 ）があります。 

人 身 の自 由 には、適 正 手 続 きの保 障 （31 条 ）、被 疑 者 ・被

告 人 の権 利 （33～39 条 ）があります。 

逮 捕 ・拘 留 などの身 柄 拘 束 や捜 索 差 押 さえなどに関 する自

由 であり、どちらかというと刑 事 手 続 きに関 連 する自 由 です。 

参 政 権 は、国 家 の政 治 に主 権 者 たる国 民 自 らが積 極 的 に

参 加 する 権 利 で、 いわゆる「国 家 へ の 自 由 」と 言 われるもので

す。 

国 家 から自 由 であるためには、国 民 自 らが統 治 者 になれるこ

とが必 要 であり、自 由 権 と参 政 権 は、自 由 主 義 と民 主 主 義 との

関 係 と同 様 に密 接 不 可 分 に結 びついています。参 政 権 には、

選 挙 権 、被 選 挙 権 が含 まれます（前 文 、15 条 ）。 

社 会 権 は、自 由 権 を認 めただけでは、資 本 主 義 の下 では、

貧 富 の差 が拡 大 してしまうので、弱 者 救 済 のために最 低 限 の

生 活 を国 が保 障 する権 利 で、国 家 の積 極 的 措 置 を求 めること

ができる権 利 です。いわゆる「国 家 による自 由 」と言 われるもので

す。 

社 会 権 には、生 存 権 （25 条 ）、教 育 を受 ける権 利 （26 条 ）、

勤 労 の権 利 （27 条 ）、労 働 基 本 権 （28 条 ）があります。 

受 益 権 には、請 願 権 （16 条 ）、裁 判 を受 ける権 利 （32 条 ）、

国 家 賠 償 請 求 権 （17 条 ）、刑 事 補 償 請 求 権 （40 条 ）がありま

す。 

受 益 権 は国 家 に対 して一 定 の作 為 を要 求 する権 利 です。 

国 家 に求 めるという点 で社 会 権 と似 ていますが、社 会 権 のよ

うに弱 者 救 済 のために保 障 される権 利 ではないという特 徴 があ

ります。 

 

 

＜憲 法 の全 体 構 造 を捉 える＞ 

 

上 記 の解 説 から、憲 法 には人 権 保 障 とその手 段 のための統

治 機 構 があるということがわかりましたね。 

ここまででマインドマップで憲 法 の全 体 構 造 を押 さえてしまい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CHECK＞ 

・国家からの自由

＝自由権 

・国家への自由 

＝参政権 

・国家による自由

＝社会権 
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ましょう。例 えば、日 本 ってどんな国 なんだろうと思 ったときに、い

きなり首 都 である東 京 の具 体 的 な街 並 みを地 図 で見 るよりも前

に、日 本 全 体 の地 図 をみて、日 本 は世 界 のどの位 置 にあって、

どのような形 をしているのだろうということを知 るのと同 じです。い

きなり木 という部 分 をみるのではなくまずは森 という全 体 をみまし

ょうということです。 

憲 法 の全 体 構 造 を押 さえたところで、いよいよ具 体 的 に人 権

についての勉 強 をしていきましょう。本 試 験 でも人 権 に関 する出

題 は多 いのですが、丸 暗 記 するだけではなかなか得 点 に結 び

つくことができません。そのため、人 権 問 題 についての 検 討 順

序 を押 さえておく必 要 があります。 

 

 

＜人 権 問 題 の検 討 順 序 ＞ 

 

皆 さんが裁 判 官 になったつもりで以 下 のような訴 えがなされた

らどのような手 順 で判 断 しますか。 

「例 えば、ある法 律 で、特 定 の政 党 を支 持 するためのネットで

の宣 伝 活 動 をすることが禁 止 され、それに違 反 すると処 罰 され

ると規 定 されていたとしましょう。そして、Ａがこの法 律 に違 反 し

たので処 罰 された。そこで、A がこのような法 律 による処 罰 は、A

の政 治 活 動 の自 由 を不 当 に侵 害 するものとして憲 法 21 条 1 項

に違 反 すると訴 えた。」 

まず、この A が日 本 国 籍 を有 しない外 国 人 であった場 合 は、

そもそも外 国 人 に日 本 国 憲 法 が保 障 されるかが問 題 となります

ね。 保 障 され な け れば 、 そ も そ も 憲 法 の 問 題 に な ら な い か ら で

す。 

ですから、① 誰 の人 権 が問 題 となっているか（人 権 享 有 主

体 性 ）を検 討 します。主 に外 国 人 と法 人 について問 題 となりま

す。 

次 に、この政 治 活 動 の自 由 が人 権 として憲 法 上 保 障 されて

いなければ、そもそも憲 法 の問 題 にならないですね。 

ですから、② 人 権 として憲 法 上 保 障 されているか（人 権 の

内 容 、性 質 など）を検 討 します。この場 合 は、A の政 治 活 動 の

自 由 が 21 条 1 項 で保 障 されるので人 権 問 題 となりえますね。 

上 記 の自 由 権 などの他 、新 しい人 権 （13 条 ）との関 係 で問

題 となります。 

次 に、A の政 治 活 動 の自 由 が 21 条 1 項 で保 障 されるとして、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜用語＞ 

「 人 権 享 有 主

体 （ じ ん け ん き

ょ う ゆ う し ゅ た い

せい」 

人 権 を 生 ま れ

な が ら に 持 っ て

いる主 体  
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誰 によってどのように制 限 されているのかが問 題 となります。 

まず、国 家 による制 限 かどうかが問 題 となります。 

この場 合 、国 会 の制 定 した法 律 による政 治 活 動 の自 由 の制

限 です。いわば国 家 によって、Ａの人 権 が制 限 されていることに

なります。 

国 家 による制 限 でなければ基 本 的 に憲 法 の問 題 になりませ

ん。人 権 の保 障 は国 家 に義 務 付 けられているからです。 

もし、民 間 人 同 士 の争 いならば、それは人 権 を対 象 とする憲

法 ではなく、民 法 などで解 決 する問 題 となるのです。そして、国

会 による制 限 としても、それがどのような制 約 であるかを判 断 しま

す。 

Ａの政 治 活 動 の自 由 の保 障 も絶 対 的 かつ無 制 約 で保 障 さ

れるわけではありません。なぜなら、憲 法 は、Ａ以 外 のその他 の

国 民 の人 権 も保 障 しなければならないからです。これを人 権 の

限 界 といいます。 

絶 対 的 に、無 制 約 に保 障 されるわけではないので人 権 の限

界 といわれているのです。つまり、Ａの政 治 活 動 を絶 対 的 に保

障 することによって、他 の国 民 の自 由 や権 利 を侵 害 するなら、

国 家 がそれを放 置 することは、他 の国 民 の人 権 侵 害 となるから

です。そこで、Ａの自 由 と他 の国 民 の自 由 がうまく調 整 がとれる

ように法 律 などによって規 律 すべきなのです。 

言 い換 えれば、法 律 、命 令 、条 例 、規 則 などは、国 民 全 員

の人 権 保 障 がうまくいくように調 整 するために制 定 されるものな

のです。Ａの人 権 も保 障 しつつ、他 の国 民 の人 権 も保 障 するた

めに法 律 などで調 整 するのです。ですから、Ａ個 人 の人 権 保 障

も最 大 限 保 障 されるが、それは絶 対 的 ではないのです。12 条 お

よび 13 条 をみてみましょう。 

 

第 12 条  

  この憲 法 が国 民 に保 障 する自 由 及 び権 利 は、国 民 の不 断 の努 力

によつて、これを保 持 しなければならない。又 、国 民 は、これを濫 用 して

はならないのであつて、常 に公 共 の 福 祉 のためにこれを利 用 する責 任

を負 ふ。 

第 13 条  

すべて国 民 は、個 人 として尊 重 される。生 命 、自 由 及 び幸 福 追 求 に

対 する国 民 の権 利 については、公 共 の福 祉 に反 しない限 り、立 法 その

他 の国 政 の上 で、最 大 の尊 重 を必 要 とする。  
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これらの条 文 にあるように、人 権 保 障 されるからといって、これ

を自 分 勝 手 に濫 用 してはならないのであって、他 の国 民 の利 益 、

つまり公 共 の福 祉 のためにはある程 度 の制 約 がされても仕 方 が

ないということです。 

国 民 全 員 に人 権 が 保 障 され ている 以 上 、 公 共 の福 祉 の 範

囲 内 に制 限 され、自 由 を一 人 占 めすることはできないのです。 

ですから、③ 憲 法 上 保 障 される人 権 が誰 によっていかなる

制 約 をうけているか（人 権 の限 界 ）を検 討 します。 

人 権 の限 界 では、公 共 の福 祉 、特 別 の法 律 関 係 （公 務 員 、

在 監 者 ）、私 人 間 効 力 、パターナリスティックな制 約 （未 成 年 者

等 ）が問 題 となります。 

ではこの法 律 による処 罰 は A の行 為 を不 当 に制 限 し、違 憲

となるようなものなのでしょうか。それとも、他 の人 々のために A に

我 慢 してもらわなければならないもの、つまり公 共 の福 祉 の範 囲

内 のものなのでしょうか。 

言 い換 えると、この法 律 は、Ａの人 権 を最 大 限 保 障 しつつ、

他 の国 民 の人 権 をも保 障 する適 切 な調 整 としての機 能 を果 た

しているかどうかを判 断 しなければならないということです。 

イメージで言 うと、公 園 などにあるシーソーのバランスが公 共

の福 祉 に偏 っていないかどうかを判 断 するということです。 

公 共 の福 祉 に偏 っているということは、Ａの自 由 を制 限 しすぎ

ている法 律 ということになりますから、人 権 侵 害 の法 律 として違

憲 の判 断 がなされるのです。 

このように、個 人 の人 権 保 障 ＶＳ公 共 の福 祉 を判 断 するのが

違 憲 審 査 基 準 です。 

で す か ら 、 ④  そ の 制 約 は 憲 法 に 反 し な い か （ 違 憲 審 査 基

準 ）を検 討 するのです。 

この審 査 基 準 に具 体 的 に事 例 をあてはめて違 憲 かどうかを

判 断 するのです。 

この違 憲 審 査 基 準 の種 類 には、比 較 衡 量 、LRA の基 準 、明

白 かつ現 在 の危 険 の基 準 などがありますが、それはまた表 現 の

自 由 のところで勉 強 していきましょう。 

人 権 の判 決 は必 ず以 下 のような検 討 順 序 で判 断 します。こ

れが判 決 のスタイルなのでそのまま押 さえてください。そして、人

権 の問 題 は、いつもこの順 序 で、どこが問 題 となっているのか考

えながら解 くようにしてください。 

 

① 誰 の人 権 が問 題 となっているか（人 権 享 有 主 体 性 ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014憲法第1回 行政書士試験　合格ファーム

19 無断転載複製等禁止



  

                 

② 人 権 として憲 法 上 保 障 されているか（人 権 の内 容 、性 質 な

ど）。 

③ 憲 法 上 保 障 される人 権 がいかなる制 約 をうけているか（人

権 の限 界 ）。 

④ その制 約 は憲 法 に反 しないか（違 憲 審 査 基 準 ）。 

 

慣 れないうちはよくわからないと思 いますが、今 はよくわからな

くてもいいので、このまま覚 えてください。そして一 通 り人 権 を勉

強 した後 にもう一 度 この検 討 順 序 に戻 って考 えてみてください。 

人 権 問 題 は、ほとんどこの①～④までの問 題 に集 約 されます

から、人 権 問 題 を解 くときは必 ずこの順 序 で検 討 するようにして

ください。 

そうすることで出 題 意 図 が見 抜 けるようになっていきますので、

テキストや問 題 を勉 強 しながら少 しずつ自 分 のものにしていって

ください。 

なお、講 座 でも基 本 的 に人 権 については上 記 の順 序 で解 説

していきますが、説 明 の便 宜 上 、前 後 することがありますのでご

了 承 ください。 

それでは今 回 はここまでにして次 回 から具 体 的 な人 権 問 題 に

ついて勉 強 していきましょう。 
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